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今週のキーワード 現在、労働基準法では1日8時間、週40時間を法定労働時間としており、それを超えた

労働は禁止されている。ただし、同法の36条では労使間で取り結ぶいわゆる「36協定」

を締結し労働基準監督署に届ければ、協定で定めた時間まで時間外労働が可能。原則、

労働時間の延長限度は1カ月45時間だが、例外規定もあるため、上限規制がないに等し

いのが現状。また、建設業や運送業、研究開発など特殊な業務の場合は上限規制が規

定されないため、実質的には労働時間に対する法規制は機能していないとも言える。

時間外労働 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

2017年度の国民負担率は42.5％     
潜在的国民負担率は49.4％の見通し 

 

財務省は、国民負担率が、2017年度予算では2016

年度見込みから横ばいの42.5％となるとの見通し

を発表した。国民負担率とは、国民所得に対する税

金や社会保険料（年金・医療費などの保険料）の負

担割合。雇用環境の改善などで国民所得が増え、労

使折半の雇用保険料などが下がることなどで前年

度と同水準となる。17年度見通しの内訳は、国税

15.2％、地方税9.9％で租税負担率が25.1％、社会

保障負担率は17.4％となる。 

2016年度見込みに比べ、租税負担率は0.1ポイン

ト減（国税0.1ポイント増、地方税0.1ポイント減）、

社会保障負担率は0.1ポイント減。社会保障負担は、

この統計を開始した1970年以降では最高だった16

年度（17.5％）をわずかに下回る。国民負担率を諸

外国（14年実績）と比べた場合、アメリカ（32.7％）

よりは高いが、フランス（68.2％）、スウェーデン

（56.0％）、ドイツ（52.5％）、イギリス（45.9％）

などよりは低い。 

真の負担率は、財政赤字という形で将来世代へ先

送りしている負担額を加える必要がある。財務省に

よると、2017年度の国民所得（16年度に比べ10万8

千円増の404万2千円）に対する財政赤字の割合は、

前年度から0.4ポイント減の6.9％となる見通し。

この結果、17年度の国民負担率に財政赤字を加え

た「潜在的な国民負担率」は、16年度からは0.5ポ

イント減の49.4％と、かろうじて50％を下回る。

紳士服のはるやま、「残業ゼロ」達成で 
月１万5,000円の手当を支給 

 

安倍政権の目玉政策である「働き方改革」。2

月14日の働き方改革実現会議では、残業の上限を

月60時間とする罰則付きの原案を示すなど、長時

間労働の見直しを図る動きが活発化している。 

そんな中、社員自ら残業をゼロにしたくなる施

策を打った企業が現れた。紳士服量販店大手のは

るやまホールディングスだ。今年4月から、月間

残業時間ゼロを達成した社員に「No残業手当」と

して一律1万5,000円を支給するという。もし、

9,000円分だけ残業をした場合は、差額の6,000円

が支払われる 

まさにトレンドを先取りした格好だが、よく見

ると、考え抜かれた経営戦略が潜んでいることが

わかる。まず、「No残業手当」は年間1億8,000万

円程度の予算を組んでいるが、これまでの同社社

員の平均残業時間は月10時間半。この残業コスト

を一気に削減することで、8,000万円がコストダ

ウンできる見込み。また、働き方改革が話題とな

っているタイミングでキャッチーな制度を発表

したことで、メディアにも大きく取り上げられ

た。当然、市場からも好感をもって受け止められ

たため、同社の株価は100円近く上昇している。

社員にとっては残業がなくなるとともに、一定

の手当が保証され、会社全体としてスムーズに人

件費を圧縮。マーケティング的にも企業価値を高

めることに成功した。どちらを向いてもメリット

のある、巧みな人事施策だったと言えよう。 
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